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「池田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」第７条の規定に基づき、本市の状況をお知らせします。

市職員の人事・給与の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）
区分

部門
職員数（人） 対前年増

減数（人） 主な増減理由
令和２年 令和３年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 9 9 0
総務企画 106 104 △ 2 調整
税　務 28 28 0
民　生 118 126 8 子ども子育て支援・生活保護関連の業務増
衛　生 70 74 4 新型コロナワクチン対策課の設置
労　働 0 0 0

農林水産 3 3 0
商　工 6 6 0
土　木 56 54 △ 2 調整

計 396 404 8 〈参考〉
　 人口１万人当たり職員数38.22人

（類似団体の人口１万人当たり職員数
46.14人）　

教育部門 95 97 2 調整
消防部門 105 107 2 救急隊増隊予定のため
小　計 596 608 12 〈参考〉

　 人口１万人当たり職員数57.52人
（類似団体の人口１万人当たり職員数
60.51人）　　

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病　院 527 539 12 医療職の増
水　道 48 47 △ 1 調整
下水道 28 28 0
その他 30 31 1 国保事業の欠員補充
小　計 633 645 12

合　計
1,229 1,253 24 〈参考〉

(1,340) (1,340) 　 人口１万人当たり職員数120.93人
（注）１　 総務省実施「地方公共団体定員管理調査」に基づき、職員数は一般職に属する職員数です。

休職者、派遣職員（※）等は含みますが、短時間勤務、臨時、非常勤、会計年度任用職員は
除いています。

２　（　　）内は、条例定数の合計です。
３　類似団体の人口１万人当たり職員数は令和２年４月１日現在のものです。

※派遣職員…「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」第２条第１項の規定
に基づき、公益的法人などに派遣されている職員などをいいます。

（2）職員の採用・退職状況（２年度）
職種 採用（人） 退職（人）

事務系 21 19
技術系 15 9
技能職 1 8
消防職 4 3
教育職 2 5
小　計 43 44
医療職 66 56
合　計 109 100

1.職員の任免および職員数

（1）人件費（２年度普通会計決算）

人口 歳出額
A 実質収支 人件費

B
人件費率

(B/A)

（参考） 
前年度の
人件費率

103,621
人

500億
4,364万
2千円

2億
3,068万
4千円

75億
3,322万
9千円

15.1％ 15.6％

※人件費には、特別職などに支給される給料、報酬などを含みます。

（2）給与費（２年度普通会計決算）

職員数　
A

給与費 短時間勤
務職員分
を除く給
与費　Ｂ

1人
当たり
給与費

（Ｂ/A）
給料 職員手当 期末勤勉

手当 計

608人
24億

3,861万
4千円

8億
1,518万
5千円

10億
7,336万
1千円

43億
2,716万

円

39億
5,691万

円

650万
8千円

※職員手当は、退職手当、児童手当を含みません。
※職員数は、令和２年４月１日現在の人数です。

（3）職員の平均給料月額および平均年齢状況
（３年４月１日現在）

一般行政職 全職種
平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢
303,465円 39.0歳 310,994円 39.0歳

※一般行政職とは、地方公務員給与実態調査に基づく区分であり、国の
税務職俸給表や福祉職俸給表の適用を受ける者に相当する職員などを除
いたものです（以下の項目についても同じ）。

（4）職員の初任給の状況（３年４月１日現在・一般行政職）
区分 初任給 採用2年経過日給料

大学卒 195,500円 207,800円
高校卒 165,900円 179,600円

 （5）職員の経験年数別・学歴別平均給料額の状況�
 （３年４月１日現在・一般行政職）

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大学卒
33.6歳 38.4歳 43.4歳

261,155円 309,840円 361,650円

高校卒 31.2歳 33.4歳 39.4歳
235,350円 275,300円 308,100円

3.職員の給与状況

2.職員の人事評価の状況（２年度）

評価期間
上期 4月1日～9月30日
下期 10月1日～3年3月31日

評価対象者 全職員
給与反映 昇給・勤勉手当

※市長部局の職員の状況です。
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（7）主な職員手当の状況
①期末・勤勉手当（２年度支給割合）

期　別 期末手当 勤勉手当
６月期 1.300月分(0.725月分) 0.950月分(0.450月分)
12月期 1.250月分(0.725月分) 0.950月分(0.450月分)

計 2.550月分(1.450月分) 1.900月分(0.900月分)
※（　）内は、再任用職員への支給月数です。
※職制上の段階、職務の級などによる加算措置があります。
②退職手当

事由
勤続 自己都合 勧奨・定年

20年 19.6695月分 24.586875月分
25年 28.0395月分 33.27075月分
35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度 47.709月分 47.709月分

③特殊勤務手当（３年４月１日現在）
手当の種類（手当数） ５（8）
支給職員の多い手当 ごみ・し尿等取扱手当

④扶養手当（３年４月１日現在）
区　分 配偶者 子 父母等

支給額（月額）（次・課長級以下） 6,500円 10,000円 6,500円
支給額（月額）（部長級） 3,500円 10,000円 3,500円

⑤住居手当（３年４月１日現在）
区　分 借家・間借り

支給額（月額） 28,000円以内

⑥通勤手当（３年４月１日現在）
区　分 交通機関利用 交通用具利用

支給額（月額） 55,000円以内 2,000～31,600円 

（8）特別職の報酬等の状況

区　分 給料・報酬月額 期末手当
（令和３年４月１日現在） （令和２年度支給割合）

市　長 686,000円  ６月期…2.225月分
12月期…2.175月分
　 計　…4.400月分

副市長 765,000円
教育長 675,000円
議　長 700,000円  ６月期…2.225月分

12月期…2.175月分
　 計　…4.400月分

副議長 640,000円
議　員 600,000円

（6）級別職員数の状況（３年４月１日現在・一般行政職）
区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

小計
３級の２

計標準的な
職務内容 一般職員 主任 副主幹 主幹 次長

課長
部長
参事 主任

職員数 5人 69人 101人 45人 52人 60人 11人 343人 4人 347人
構成比 1.4% 19.8% 29.1% 13.0% 15.0% 17.3% 3.2% 98.8% 1.2% 100.0%

※本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。標準的な職務内容には、それぞれの級に該当する代表的な職名を掲げています。３級の２の職員
については、平成20年４月１日から経過措置として「池田市一般職の職員の給与に関する条例」附則別表第７が適用されています。

（1）勤務時間の状況
勤務日 勤務時間 休憩時間

月～金曜日 8：45～17：15 12：00～12：45
※本庁などに勤務する場合の例です。
（２）年次有給休暇の取得状況（２年度）

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数
12,813日 3,672.0日 338 人 10.9日

※対象職員は市長部局に勤務する非現業の一般職員です。

4.勤務時間その他の勤務条件の状況
分限処分 休職 降給 降任 免職

勤務実績不良   0人 0人 0人 0人
心身の故障 14人 0人 0人 0人

職に必要な適格性の欠如   0人 0人 0人 0人
その他   0人 0人 0人 0人

懲戒処分 戒告 減給 停職 免職
法令違反   0人 0人 0人 0人

職務上の義務違反   0人 0人 0人 0人
全体の奉仕者として
ふさわしくない非行   0人 0人 0人 0人

6.分限および懲戒処分の状況

（1）育児休業の状況
区　分 男性 女性

新規取得 3人   8人
前年度継続 0人 12人

（2）部分休業の状況
区　分 男性 女性

新規取得 0人 6人
前年度継続 0人 4人

（3）介護休暇の状況
区　分 男性 女性

１月超２月以下 0人 0人
２月超３月以下 0人 0人

３月超 0人 0人

（4）介護時間の状況
区　分 男性 女性
取得 0人 0人

5.職員の休業に関する状況（２年度）

　法令等および上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、
秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為等の禁止、営利企
業等の従事制限が課せられています。

7.服務の状況

退職者数 100人
うち管理職員退職者数   30人

8.職員の退職管理の状況（２年度）

体　系 受講者数
階層別研修 337人
専門研修 106人
派遣研修   20人

9.研修の状況（２年度）

区　分 内　容
共済事業 長期給付事業、短期給付事業

厚生事業 保健事業、慶弔等給付金、元気回復事業、
生活資金等の貸付

※地方公共団体は、地方公務員法に基づき、職員の健康、元気回復などのた
めの事業を実施しなければなりません。

10.福利厚生制度（２年４月１日現在）

職員の苦情相談の処理の状況 0件
勤務条件に関する措置の要求の状況 0件
不利益処分に関する審査請求の状況 0件

11.公平委員会の業務（２年度）
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歳入総額から歳出総額を引いた形式収支は２億9,591万円の黒字となり、これから翌年度に持ち越した事業
の支払いに使う繰越財源6,523万円を差し引いた実質収支は２億3,068万円となりました。
※金額は１万円未満を四捨五入しているため、合計金額が合わないことがあります。

令和2年度決算の概要

516億860万円
（市民一人当たり49万8,052円）

３年３月31日現在の人口で計算しています。

513億1,269万円
（市民一人当たり49万5,196円）

３年３月31日現在の人口で計算しています。

歳　出 歳　入

その他の依存財源
7億8,601円（1.5％）　

繰入金
5億6,501万円（1.1％）

分担金及び負担金 2億5,753円（0.5％）
寄附金 1億5,955万円（0.3％）

繰越金 4億4,670万円（0.9％）

財産収入 6,862万円（0.1％）

歳　入 自主財源
201.9億円
（39.1％）

依存財源
314.2億円
（60.9％）

市税
172億2,950万円（33.4％）

使用料及び手数料
7億7,812万円（1.5％）国庫支出金

184億4,793万円（35.8％）

市債
45億1,300万円

（8.7％）

府支出金
31億1,866万円

（6.0％）

地方交付税
24億4,957万円（4.8％）

地方消費税交付金
21億228万円（4.1％）

諸収入
6億8,612万円（1.3％）

人件費
76億5,258万円

（14.9％）

扶助費
92億4,802万円

（18.0％）

公債費
43億7,363円（8.5％）

投資的経費
42億1,740万円（8.2％）

物件費
65億4,812万円（12.8％）

その他
192億7,294万円

（37.6％）

民生費
170億6,280万円

（33.3%）

総務費
147億2,522万円

（28.7％）

教育費
60億7,910万円

（11.8％）

衛生費 34億755万円（6.6％）
土木費 33億7,136万円（6.6％）
消防費 11億6,738万円（2.3％）
その他の経費 11億2,565万円（2.2％）

性質別性質別

目的別

義務的経費
212.7億円
（41.4％）

歳　出

公債費
43億7,363万円

（8.5％）

歳入総額は516億860万円で、前年度に比べて
107億3,982万円（26.3％）の増加となりました。

内訳を見てみると、自主財源では、繰越金が３億
901万円（224.4％）増加したものの、歳入の根幹で
ある市税が10億7,828万円（5.9％）減少するなど、
10億9,453万円（5.1％）の減少となっています。

また、依存財源では、地方特例交付金が１億
2,416万円（54.7％）減少したものの、新型コロナウ
イルス感染症に係る支援策の実施などに伴い、国庫
支出金が111億5,697万円（153.0％）増加したこと
などにより、118億3,435万円（60.4％）の増加とな
っています。

なお、市の借金である市債の残高は、前年度より
３億2,497万円増加し、366億5,003万円となって
います。

歳出総額は513億1,269万円で、前年度に比べて
109億5,060万円（27.1％）の増加となりました。

性質別では、前年度に比べその他経費が新型コロ
ナウイルス感染症に係る支援策の実施などの増加に
より113億4,544万円（143.1％）、借換債の増加な
どにより公債費が12億8,001万円（41.4％）それぞ
れ増加しています。

目的別では、障がい福祉費や生活保護費、子育て
支援などに要する経費である民生費の割合が一番大
きく、歳出総額の33.3％を占めています。

前年度との比較では、総務費が特別定額給付金給
付事業費や電気料金支援給付金給付事業費の増加な
どにより108億9,752万円（284.7%）、公債費が借
換債の増加などにより12億8,001万円（41.4％）そ
れぞれ大幅な増加となった一方、衛生費がクリーン
センター基幹改良に係る経費の減少などにより16億
521万円（32.0％）の減少となっています。

※自主財源とは市税や使用料などのように自ら徴収・収納
する財源のことです。また、依存財源とは国庫支出金や地
方交付税のように、国や府から定められた額が交付される
財源のことです。なお、市債は府の同意を得て発行するため、
依存財源となっています。

市民人数…10万3,621人（３年３月31日現在の人口）
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※各会計とも、翌年度へ繰り越すべき財源などがないので、形式収支＝実質収支となっています。

市有財産の状況
土地および建物 土地 建物

公用財産 46,450.16 ㎡ 33,313.91 ㎡ 
公共用財産 1,490,778.78 ㎡ 215,071.83 ㎡ 
普通財産 344,481.21 ㎡ 19,213.05 ㎡ 
財産区財産 124,817.14 ㎡ 0.00 ㎡ 
合　計 2,006,527.29 ㎡ 267,598.79 ㎡ 

有価証券 4,435万円
出資による権利 １億5,139万円
物品（50万円以上） 1,006件

基　金 81億6,182万円

市債残高

普
通
債

教　育 71億2,888万円
土　木 30億2,684万円
衛　生 15億6,824万円
民　生 22億5,880万円
総　務 14億554万円
消　防 2億7,810万円
商工労働 3,560万円

災害復旧債 2億956万円
その他 207億3,847万円
合　計 366億5,003万円

経常収支比率
  経常収支比率とは、通常の行政サービ
スを行うために必要な費用（経常経費）
を、市税などの一般的な財源（経常一般
財源）でどれくらいまかなえているかを
示す比率です。臨時的な要因を除いた指
標ですので、どのくらい財政の柔軟性が
あるかをみる指標となっています。

２年度は94.8％で、元年度と比べ1.4
ポイントの悪化となりました。

健全化判断比率と資金不足比率
  自治体財政の早期健全化・再生と病院事業、水道事業や下水道
事業など公営企業の経営が健全か判断するために、４つの健全化
判断比率と２つの基準について、また公営企業の資金不足比率と
その基準について公表が義務付けられています。
  基準を超えると健全化に向けた計画を策定しなければなりませ
んが、２年度はいずれも基準内となっています。

【健全化判断比率】
2年度 早期健全化

基準
財政再生
基準

実質赤字比率
一般会計の赤字の大きさを表す指標

－ 12.28% 20.00%

連結実質赤字比率
全会計の赤字の大きさを表す指標

－ 17.28% 30.00%

実質公債費比率
一般会計の地方債の負担の大きさを表す指標

3.4% 25.0% 35.0%

将来負担比率
一般会計が将来負担する負債の大きさを表す指標

－ 350.0%

※赤字額がない場合、将来負担比率が算定されない場合には、「－」の表示となります。

【資金不足比率】各企業会計の資金不足額の大きさを表す指標

2年度 経営健全化基準
病院事業会計 － 20.0%
水道事業会計 － 20.0%

公共下水道事業会計 － 20.0%
※資金不足額がない場合には、「－」の表示となります。
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※2年度は速報値です。

池田市

府内市平均
（政令市除く）
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一般会計

特別会計

歳入総額� 516億860万円
歳出総額� 513億1,269万円
形式収支� 2億9,591万円
実質収支� 2億3,068万円

国民健康保険 財産区 介護保険事業 後期高齢者医療事業
歳入総額 103億7,980万円 3億4,467万円 94億6,748万円 19億6,132万円
歳出総額 99億7,619万円 2,196万円 91億7,198万円 19億204万円
実質収支 4億361万円 3億2,271万円 2億9,550万円 5,928万円
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問い合わせは病院事務局経営企画室☎751・2881

３年度上半期（４月１日～9月30日）の水道・公共下水道・病院事業の業務報告をします。

安定した経営をめざして 公営企業業務報告

問い合わせは上下水道部経営企画課☎754・6069

水道事業
今年度上半期の収入は、9億326万円（前年度同

期比２億1,126万円減）で、支出は４億4,406万円
（同289万円減）です。収支差引額は４億5,920万円
となり、前年度同期比では、２億837万円の減とな
っています（収入：長期前受金戻入減価償却見合い
分当期予定額7,227万円、支出：減価償却費当期予
定額４億6,559万円を含まず）。

今年度は前年度に引き続き、施設整備計画に基づ
き、施設の更新などを進めており、伏尾台高配水池送
水管更新工事、配水管布設替などを順次行っています。

今後も、安全で良質な水道水を安定して供給する
とともに、効率的な経営に努めます。

水道事業　業務報告（上半期）
　 年間予算額 上半期実績 確定率

事業収入 24億5,884万4千円　     9億326万円　36.7%

事業費用 24億50万6千円　 4億4,406万2千円 18.5%

差　　引 5,833万8千円　 4億5,919万8千円　 －

公共下水道事業　業務報告（上半期）
　 年間予算額 上半期実績 確定率

事業収入 29億3,514万円 7億7,185万7千円 26.3%

事業費用 28億3,547万5千円 3億7,442万3千円 13.2%

差　　引  9,966万5千円 3億9,743万4千円 －

今年度上半期の収入は69億9,048万円（前年度同
期比9億4,510万円増）、支出は64億4,192万円（同２
億5,289万円増）です。当期収支差引額は５億4,856
万円の黒字（減価償却費の上半期予定額を含む）とな
っています。

依然として新型コロナウイルスが猛威を振るう中、
地域の基幹病院として、その患者対応に注力するとと
もに、通常診療についても止めることなく継続するよ
う努めました。「第４波」や「第５波」と呼ばれる感
染者急増は病院運営や経営にも大きく影響し、収益の
減少や費用の増加につながりましたが、補助金を活用
するなどした結果、当期差引額は５億４千万円の黒字
となりました。

また、医療機器・備品の購入も、補助金を活用して
コンピュータ断層撮影装置（CT）や生体情報モニタの
更新を行うなど、診療機能の維持・向上に努めました。

今後も安全で良質な医療を継続して提供するため、
病診連携の強化による収益の確保とともに費用の抑制
に努め、安定的な財政基盤の確立をめざします。

公共下水道事業
今年度上半期の収入は７億7,186万円（前年度同

期比9,909万円減）で、支出は３億7,442万円（同
2,140万円減）です。当期差引額は３億9,744万円
となり、前年度同期比では、7,769万円の減となっ
ています（収入：長期前受金戻入減価償却見合い分
当期予定額４億5,075万円、支出：減価償却費当期
予定額７億6,001万円を含まず）。

今年度は、前年度に引き続き雨水路の整備や汚水
管渠および下水処理場施設の更新や耐震工事を進め
ます。

今後も経営の健全化を図り、水循環の保全に努め
ます。

水道事業・公共下水道事業

病院事業

病院事業　業務報告（上半期）
年間予算額 上半期実績 確定率

事業収入 133億1,967万7千円 69億9,047万8千円 52.5％

事業費用 135億9,793万7千円 64億4,192万1千円 47.4％

差　　引 △2億7,826万円 5億4,855万7千円 ―
※ 月次決算を行っているため減価償却費の年間予定額7億9,395万円の2

分の1を上半期実績に含む。

入院および外来患者数� 単位：人

健保 国保 後期
高齢者

医療
保護 労災 その他 合計

入院 11,037 11,830 25,271 1,400 213 1,658 51,409

外来 34,011 26,398 37,305 2,113 518 2,835 103,180  
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問い合わせは障がい福祉課☎754・6255　※１発達支援課☎754・6102　※２保険医療課☎754・
6258　※３基幹相談支援センター「あおぞら」☎754・6003、福祉相談「くすのき」☎752・1831、障
がい者地域生活支援センター「ひだまり」☎754・6530、相談支援センター「Sunはーと」☎734・7145　
※４精神障がい者地域活動支援センター「咲笑」☎750・3230　M750･3239

障がい者にやさしいまちへ。本市ではさまざまな福祉サービスを提供していますので、ご利用ください。なお、
サービスによっては所得制限などが設けられている場合がありますので、ご注意ください。

12月3日㈮～9日㈭は障がい者週間
障がい者（児）福祉サービス

施設への
通所・入所

障がい者が生活・職業訓練などを必要とす
る場合、障がい者支援施設への通所または
入所費を支給 ★

補装具の
交付・修理

車いす、補聴器、義眼、義肢などの補装具
を必要に応じて交付・修理 ★

障がい者
短期入所

介護している保護者や家族が、事故や疾病
などで家庭で介護できなくなったとき、一
時的に施設へ入所（宿泊型） ★

補装具の
貸し出し

緊急時や一時的に、車いすが必要となった
方に貸し出し

日中一時
支援事業

日中、家族の休息や一時的に見守りが必要
なときの施設での預かり（日帰り型） ★

日常生活用具 
の給付

特殊寝台、視覚障がい用時計などを障がい
の程度に応じて給付 ★

グループホーム 障がい者に対して、共同生活や日常生活に
必要な支援を実施 ★

自立支援医療 
の給付（更生医療）

身体障がい者の身体機能更生のための手術
費や治療費を助成 ★

ホームヘルプ
サービス

日常生活に支障があり、家族が介護できな
い家庭などを訪問介護 ★

自立支援医療 
の給付（育成医療）

身体障がいのある児童（18歳未満）の障が
いの除去・軽減を目的とした手術費や治療
費を助成 ★

デイサービス 障がい者を対象に、入浴や食事などのサー
ビスを提供 ★

自立支援医療
（精神通院医療）

精神疾患治療のための医療費（入院費を除
く）を助成 ★

移動支援事業 障がい者が外出するとき、付添者がいない
場合に介護を実施 ★

医療費
公費負担（※2）

身体障がい者手帳1・2級、療育手帳（A）、
身体障がい者手帳と療育手帳（B1）、精神
障がい者保健福祉手帳1級（手帳は全て申
請時点で有効のもの）、特定医療費（指定難
病）･特定疾患医療受給者証（申請時点で有
効のもの）所持者で障がい年金（または特別
児童扶養手当）1級に該当する障がい者の
医療費を助成。所得制限あり

障がい児通学支援 1人での通学が困難な障がい児に対して、
通学のための移動に関わる支援を実施 ★

同行援護 重度の視覚障がい者が外出するとき必要な
介護を実施 ★

障がい児通所
支援（※１）

通所による療育を必要とする障がい児を支
援。就学前の児童発達支援や18歳未満の
就学児の放課後等デイサービスなど ★

障がい者（児）
歯科診療事業

障がいのため、受診が困難な方を対象に池
田市歯科医師会の協力で実施

市町村障がい
相談支援事業
（※3）

在宅の障がい者とその家族を支えるための
サービス利用・専門機関の紹介などの相
談。要予約

特別児童
扶養手当（※1）

中度以上の身体・知的障がいのため、日常
生活で常時介護が必要な20歳未満の児童
を養育している方に支給。所得制限あり

精神障がい者
地域活動
支援事業（※4）

日常的な相談や地域交流活動などにより、
日常生活を支援し、社会復帰と社会参加を
促進

障がい児
福祉手当（※1）

常時介護が必要な20歳未満で在宅の重度
障がい児に支給。所得制限あり

機能訓練 在宅障がい者（肢体不自由）に対し、理学療
法士などが医師の指示を受けて実施

特別障がい者
手当

日常生活で常時特別の介護が必要な20歳
以上で在宅の著しい重度障がい者に支給。
所得制限あり

住宅
改造費助成

64歳以下の在宅重度障がい者に対し、住宅
のトイレ・浴室・台所などの改造費を助
成。生計中心者の所得制限あり

大阪府重度
障がい者在宅介護
支援給付金

身体障がい者手帳1・2級、療育手帳（A）を
所持する重度の重複障がい者を在宅で介護
している方に支給

自動車
改造費助成

低所得世帯の重度身体障がい者が、就労な
どのために運転装置を改造する場合に補
助。限度額10万円

心身障がい者
扶養共済制度

保護者の死亡または障がいが発生したとき
に障がい者に年金を支給（掛け金が必要）

身体障がい者
移動入浴事業

在宅重度身体障がい者で、自力または家族
の介護だけでは入浴できない方のお宅を移
動入浴車が訪問。1回1,900円

障がい者入浴 
サービス（※3）

在宅の重度障がい者などに、くすのき学園
の入浴室で介護人による入浴サービスを実
施。1回400円

重度障がい者
タクシー料金
補助事業

身体障がい者手帳1・2級、療育手帳（A）、
精神障がい者保健福祉手帳1級を所持する
重度障がい者を対象に、タクシー初乗り運
賃の9割を補助する利用券を交付

手話・筆記
通訳者派遣

聴覚・音声・言語障がい者に、手話通訳者
または筆記通訳者を派遣

★は１割負担で上限あり。


